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わが国では，子育てと仕事の両立支援や女性が出産・育児のし易い環境づくりに向けた検討が順次進め

られているが，子育て世帯は就業状況・世帯状況・子どもの発育状況により，外出活動そのものが多様化

しており，これらを支援する内容もより複雑化することが今後予測される．本研究は，保育園および幼稚

園通園世帯の送迎（保育送迎行動）に視点を設け，世帯毎にアンケート調査・パーソントリップ調査を行

い，ライフスタイル・交通行動等の実態と，保育園・幼稚園通園世帯での比較検討を行ったものである．

なお，調査は，平成25年度に保育園通園世帯へ，平成26年度は追跡型調査に協力をいただいた保育園通園

世帯，及び幼稚園通園世帯へ実施した．その結果，保育園・幼稚園通園世帯は，ライフスタイルや行動パ

ターンにおいて異なる点が明らかになり，また，子どもの発育状況や世帯特性が行動変化に大きな影響を

与えている点を定量的に示した． 

 

     Key Words : travel behavior, life style, person trip survey, children’s pick up and drop off behavior. 

 

 

1. はじめに 

 

わが国では，少子化対策として，次世代を担う子ども

を安全かつ安心して育てることのできる生活環境整備な

ど「子育てバリアフリー」の推進が求められている．ま

た，近年，子育て世帯の都市部への回帰や共働き世帯の

増加による保育需要の増大などに加え，子どもの成長に

伴うライフスタイルの変化により，子ども連れでの外出

行動が多様化している．特に都市部においては，待機児

童やベビーカー利用時のバリアやマナーの問題等が深刻

化しており，行政の対策として，就業と育児の両立支援

や保育施設の拡充，また，子育てタクシーやファミリー

サポート事業による移動支援が展開されている． 

しかしながら，現状の制度下では，特に共働き世帯の

保育園・幼稚園への送迎（保育送迎行動）や，子ども連

れ外出時等の対策・交通施策は十分とは言えず，育児と

就業の負担増加や就業継続の困難等の問題が発生してい

る．そのため，子ども連れ外出時の交通行動の実態につ

いては未だ掴みきれていないのが実情と言える． 

 本研究は，子育て世帯の多様化するライフスタイルの

状況を鑑み，子ども連れ時における交通行動の中でも特

に保育送迎行動に着目し，現状と課題を明らかにするこ

とを目的とする．なお，実態調査については，保育園通

園世帯と幼稚園通園世帯を対象に調査を実施し，追跡型

調査にご協力頂けた保育園通園世帯を対象にする． 

 



 

 2 

2. 既往研究の整理 

 

 子育て関連の既往研究では，子ども連れの外出におけ

る不安・困難の存在が明らかにされ，子育て中の親の外

出に対する意識調査，子育て支援についての問題，課題

の整理が行われている．  

大森ほかの研究1)では，外出と交通行動とは生活活動

の一部であり，都市社会の4要素の1つとして位置づけて

おり，子育て世帯は高齢者や障がい者とは異なるバリア

「子育てバリア」の問題について明らかにしている． 

また，乳幼児を持つ母親に着目し，子育て中の母親の

外出行動時にうけるバリアの分類と外出行動に関する意

識状況を非集計モデルを用いて，明らかにしている． 

次に，辰巳ほかの研究2)では，パーソントリップ調査

を利用した子育て世帯の交通行動特性について明らかに

しているが，多様なライフスタイルとの関係性等までは

明らかにされていない． 

 以上既往研究の整理を踏まえ，本研究では，子ども連

れ世帯の外出時，特に保育送迎の実態をベースとした分

析を行うことに主眼を置き，これまで一般論としての課

題抽出に留まっていた部分に対し，より踏み込んだ形の

調査を実施することにより，日常生活レベルにおける外

出状況や就業の関係から実態を明らかにしている点に特

徴がある． 

 

 

3. 実態調査の実施と解析結果 

 

(1) 調査対象 

 本研究では，実態把握調査について，保育園および幼

稚園通園世帯を対象に，平成25年，平成26年に世帯毎に

アンケート調査・パーソントリップ調査を行った． 

就業状況等を含めた世帯状況により，保育園と幼稚園

の選択への影響，また，行動特性上異なる点や類似点の

有無を抽出するためである．なお，保育園通園世帯につ

いては，ご協力頂けた世帯に，継続して追跡型の調査も

実施している． 

 

(2) 調査概要 

調査は，東京都荒川区において実施し，区立保育園全

園から協力を得られた．調査概要を表-1に示す． 

 

表-1 調査概要 

調査対象 荒川区立保育園全14園
荒川私立保育園4園,荒川私立幼稚園1園

荒川区立保育園全14園※
（※平成25年度調査からご協力頂いた204世帯）

調査日 平成25年11月20日～同年12月9日 平成26年12月9日～平成27年1月19日

調査方法

調査項目

有効回答数 267世帯/1303世帯（回収率20.5%） 115世帯/454世帯（回収率25.0%）

各園への直接配布，郵送回収

属性，出産前後の就業状況・世帯状況，交通行動調査，保育状況など

 

(3) 保育園・幼稚園通園世帯における比較分析 

a) 就業状況の比較 

保育園および幼稚園通園世帯について就業状況や交通

行動について，分析を行った．図-1に保育園および幼稚

園通園世帯の両親別の出産前後の就業状況の変化につい

て示す．図-1より保育園通園世帯では，母親の就業状況

の変化が73％と高く，幼稚園通園世帯でも同様に母親の

就業状況の変化が76％と高い状況にあることが明らかに

なった．就業状況の変化内容としては，保育園通園世帯

は，就業形態を変えた割合が63％と最も高いが，幼稚園

通園世帯では，退職の割合が70％と最も高くなっている．

幼稚園通園世帯では，父親の就業状況の変化が見られず，

出産を機会として母親が離職している状況と言える．ま

た，保育園において，両親の就業が保育園への入園条件

であることが影響している点や，職場復帰意識に着目し

てみると，保育園通園世帯は72％と高いが，幼稚園通園

世帯では，45％と差が生じていることが要因として考え

られる． 
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図-1 園別の出産前後での就業状況変化 

 

b) 外出頻度の比較 

 園別の出産前後における外出頻度の変化を図-2に示す．

幼稚園世帯では父親，母親ともに６割以上が外出頻度の

変化が変わらない結果となった．しかし，保育園通園世

帯では，出産前後での外出頻度が変わらない世帯は約１

割程度であり，外出頻度の増加割合が４割弱，また，半

数の世帯が外出頻度が減少していることが明らかになっ

た．このことから幼稚園通園世帯に比べ，保育園通園世

帯の方が外出頻度の変化が多いことが明らかになり，出

産後の交通行動において変化がみられると考えられる． 
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図-2 園別の出産前後での外出頻度変化 
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c) 保育園・幼稚園通園世帯の外出トリップ・保育送迎 

保育園・幼稚園通園世帯別の外出トリップ数および送

迎分担率を表-2に示す．保育園・幼稚園通園世帯ともに

母親が外出する一日当たりの平均トリップ数が父親を上

回っている．また，送迎分担率においては，保育園通園

世帯の28％に対して，幼稚園通園世帯では，わずか7％

しか送迎分担がなされていないことが明らかになった．

この要因として考えられるのは，保育園通園世帯では，

共働きによる育児の役割分担や協力傾向があるためと考

えられる．また，幼稚園通園世帯においては，ほとんど

の世帯で母親が就業しておらず，育児分担として送迎の

役割を母親が担っているため，送迎分担率が低いことや

トリップ数が高い傾向にあることが推察される． 

 

表-2 保育園・幼稚園世帯別外出トリップ数・送迎分担率 

父親 母親

保育園通園世帯 2.7 4.3 28%

幼稚園通園世帯 2.3 5.0 7%

1日平均トリップ数
送迎分担率

 

 

以上，保育園・幼稚園通園世帯では，就業状況や就業

意識，外出トリップ数等について明確な差が表れた．さ

らに，追跡型調査を活用し，ライフスタイルや保育送迎

行動の実態を把握する． 

 

 

4. 追跡型調査の実施 

 

 第3章で実施した実態把握調査からご協力頂けた保育

園通園世帯を対象とし，平成25年に初回調査，平成26年

に再度同様のアンケート調査・パーソントリップ調査を

実施した．なお，ご協力頂けた世帯には，現在お住まい

の住所や就業状況等の詳細な世帯状況について伺ってい

る． 

 追跡型調査の実施により，就業状況を含めた世帯状況

の変化やそれに伴う行動特性の変化を明らかにすること

を目的として実施するものである． 

(1) 就業状況の変化 

 追跡型調査による就業状況の変化を図-3に示す． 

就業状況の様子は，変化がない世帯が全体で72％と高

く，両親別では，父親の就業状況の変化はほとんどみら

れず，母親は未だ4割程度の就業状況変化がある． 

出産前後の就業変化と比較すると，就業形態や転職な

どについては，図-1に示した初回調査に比べ，割合が少

ないことが明らかとなった．子どもの出産前後に就業状

況が大きく変化することをデータとして集計できた． 
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図-3 就業状況の変化 

 

(2) 外出トリップ・保育送迎の変化 

外出トリップおよび保育送迎分担の変化について図-4

に示す．保育送迎の分担を行っている世帯が48%と，表-

2に示した送迎分担率28％に比べ増加していることがわ

かる．保育送迎分担の変化量では，新規に送迎分担を行

うようになった割合が22％である．一方，前年度に保育

送迎を行っていた世帯において，保育送迎をやめた世帯

の割合が36％と高く，子供の成長に伴う変化保育送迎行

動において明確な変化がみられる． 

 外出トリップでは，トリップ変化が起きていない割合

が全体の23％と低く，トリップ数が増加または減少した

割合が高いことがわかる．また，両親別では，父親はト

リップ減少の割合が高く，母親はトリップ増加の割合が

高い．これは，両親の行動パターンが明確に違うためで

ある． 

 

 

図-4 の外出トリップおよび保育送迎の変化 

 

(3) 保育送迎行動の分析 

 就業状況の変化や保育送迎分担の状況，外出トリップ

状況に加えて，保育送迎行動の実態を把握する． 

 世帯毎の保育送迎における自宅と利用保育園，通勤時
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に利用する駅との直線距離の関係を図-5に示す． 

 瀬川ほかの既往研究3)では，保育送迎時における移動

の限界時間は10分，移動距離は500mとされている．こ

の既往研究を参考に解析を行った結果，自宅から保育園

までの移動距離，保育園から通勤時に利用する駅との移

動距離が共に500m以内である世帯（図-5赤枠内）が13%

となり，本調査の被験者では，ほとんどの世帯が保育送

迎及び通勤時の移動距離が遠い状況にあることが算出さ

れた． 

 また，自宅から保育園の距離が1,000mを超えている世

帯は現在10%あり，保育園から利用駅までの距離が

1,000mを超えている世帯は43%も存在している．したが

って，保育送迎による移動距離が長く，移動負担に繋が

る傾向が読み取れる．さらに，自宅から保育園への移動

距離よりも，保育園から利用駅への移動距離の方が遠い

世帯が多いことが判明し，通園している保育園と利用駅

との立地による問題が浮き彫りとなった． 
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図-5 自宅-利用保育園-利用駅間の距離 

 

 次に，就業変化の有無・保育送迎分担の有無及び変化

における世帯状況毎の保育送迎距離との関係を表-3に示

す．就業状況変化の有無による保育送迎距離の差はほと

んど見られなかった．特徴を下記に示す． 

① 保育送迎分担を行っている世帯は，自宅から保育園

および保育園から利用駅までの距離が保育送迎分担を

していない世帯よりも短い． 

② 保育送迎分担を新規に始めた世帯は，自宅から保育

園への距離が遠く，保育園から利用駅までの距離が短

い．

③ 保育送迎分担をやめた世帯は，自宅から保育園ま

での距離が短く，保育園から利用駅までの距離が遠い． 

したがって，世帯状況や送迎距離により，保育送迎行

動に大きな違いがあると言える． 

 

表-3 世帯状況別保育送迎距離 

自宅-保育園距離（ｍ） 保育園-駅距離（ｍ） 距離合計（ｍ）

あり 561 969 1530

なし 510 1000 1511

あり 489 841 1330

なし 592 1025 1617

はじめた 680 637 1317

やめた 443 973 1365

534 956 1476

就業変化

送迎分担
有無

送迎分担
変化

※距離は平均値として算出

全体

 

 

 

5. まとめと今後の課題 

 

本研究は，追跡型調査を活用することで幼稚園・保育

園通園世帯における世帯状況と保育送迎行動の実態を明

らかにすることができた．また，各世帯において両親の

行動特性の違い，保育送迎行動の様子等，より踏み込ん

だ状況を整理することが出来た． 

今後の課題として，保育送迎行動に与える影響要因を明

らかにし，世帯状況等との関係性を明らかにする予定

である． 
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